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１．はじめに 

 

環境教育(Environmental Education)とは，教育を
施すことによって，個人が自らの行動の長期的影響

を考慮し，理解を深め，合理的な行動を行うように

変容することを想定しているものと考えられる．な

お，環境教育は，Becker(1975)1)による職業教育の

ような生産性の向上効果を必ずしも意図していない

類の教育であることには注意が必要である． 
 新古典派経済学の理論的枠組みでは，一般に，個

人は「合理的な個人R (Rational Person)」を仮定し
ていることから，主観的割引率(Subjective Discount 
Rate)，或いは，時間選好率(Rate of Time Preference)
が一定であるとするならば，指数型割引関数

(Exponential Discount Function)が理論的に導かれる
ことが知られている．これについて Strotz(1955-
1956)2)は，時間一致性(Time Consistency)を保証する
条件が，一定の時間選好率を持つ指数型割引関数で

あることを証明し，さらに，この条件は，個人の有

する異時点間選好に関する時間定常性 (Time 
Stationality)という性質に等しいことを明らかにして
いる．このことは前述した環境教育が想定している

行動変容とは矛盾することになる．すなわち，新古

典派経済学では合理的な個人Rを仮定しているこ
とから，ここでの個人はそもそも自らの長期的影響

を考慮した行動を行っており，環境教育を施すこと

によって厚生が上昇することも，態度行動を変容さ

せることもないためである． 
一方，これら時間一致性を保証する指数型割引

関数は，Thaler(1981)3)による実験経済学的アプロー

チによっていくつかの変則現象(Anomaly)が指摘さ
れている．例えば，Loewenstein and Prelec(1992)4)は，

個人の主観的割引率が有する変則現象として下記の

４項目を指摘している． 
①緊急性効果(Common Difference Effect): 推定さ
れた主観的割引率は，長期になれば低下する． 
②絶対値効果(Absolute Magnitude Effect): 推定さ
れた主観的割引率は，便益，或いは，不便益

が大きくなれば低下する． 

③損失・利得の非対称性 (Gain-loss Asymmetry): 
便益に対する推定された主観的割引率は，不

便益に対するそれよりも高い． 
④ 遅 延 ・ 催 促 の 非 対 称 性 (Delay-speedup 

Asymmetry): ある期間において遅延に対する補
償として必要とされる報酬の量は，同じ期間

に消費を早めるための課金よりも割引率が大

きくなる． 
これらの変則現象は，環境問題を議論する際に

も同様な側面が多々見られ，例えば，環境悪化は近

視眼的な便益が長期的な費用を上回ることから発生

することが多い．このことは，個人は指数型割引を

行っておらず，実験経済学や行動経済学において議

論されている自制問題(Self-control Problem)，すな
わち，現在偏重型選好(Present-biased Preference)を
有することによる時間不一致性(Time Inconsistency)
の問題として捉えることが可能であることを意味し

ている(例えば，Ainslie(1992)5)を参照のこと)． 
そこで，本研究では，環境問題，特に，枯渇性

資源(Exhaustible Resource)を対象として，この生涯
消費計画を自制問題として取り扱うものとする． 
 

２．想定する個人と自制問題 

 

 本研究において想定する個人は，合理的な個人

R，自制問題を有する単純な個人N  (Naïve Person)，
将来の自制問題を完全に予測して行動することがで

きる洗練された個人S  (Sophisticated Person)，個人
N と個人 S の中間に位置づけられる部分的に洗練
された個人 P  (Partially Sophisticated and Naïve 
Person)を考える． 
 まず，個人Rは，現時点 ( )0t = において将来の
行動を完全に予測することができ，かつ，その通り

に行動する．したがって，環境教育を施しても個人

Rは既に合理的に行動しているために，環境教育
の効果は無い．次に，個人N は，現時点の効用に
大きなウェイトを置くものの，将来は合理的に行動

すると予測する．しかしながら，途中時点で自制問

題が発生し，当初計画の変更を余儀なくされる．ま

た，個人S は，最終期から後方帰納的に推測，すな
わち，将来の自制問題を完全に予測して行動する．

特に，個人S の場合には，現時点の効用に特別なウ
ェイトを置かない場合には，個人Rと一致するこ
とになる．最後に，個人P は，個人R，個人N お
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よび個人S をその特殊解として内包化した最も一般
的な行動を行う．したがって，本研究において一般

的に定式化する個人は，個人Pに相当する． 
 

３．擬似双曲線型割引関数モデル 

 

（１）モデル 

 いま，期間 0,1,2, ,t T= " における代表的個人の
離散時間での簡便な生涯消費計画を考える．個人は

枯渇資源消費において式(1)に示す制約条件を有す
るものとする．なお， 0K K= ， 1 0TK + ≥ とする． 
 ( )1 ,t t tK K c r t+ = − ∀  (1) 

ここで， tK は t期における枯渇性資源の残存量
(期首ベースでのストック)， tc は t期における枯渇
性資源消費量， r は外生的に与えられる資本の実質
収益性を示す．なお，本研究は枯渇性資源を対象と

しているため， r は自然減耗率 ( )0 1r< ≤ と解釈
する．また，消費の条件として式(2)を仮定する． 
 0 ,t tc K t≤ ≤ ∀  (2) 

さらに，この分野の代表的な既存研究である

O’Donoghue and Rabin(1999a)(1999b)(2001)6)7)8)によ

る擬似双曲線型割引関数(Quasi-Hyperbolic Discount 
Function)による Two-parameter Model を用いると，
個人の生涯効用 ( )tU i は式(3)で表現することができ
る．このとき，擬似双曲線型割引関数による割引は，

0,1,2, ,t T= " に対して { }21, , , Tβδ βδ βδ" となる． 
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ここで， t期における効用を tu とし， δ は割引パ
ラメータ， βは現時点の効用にどの程度ウェイトを
置いているかを示すパラメータ(現在偏重型選好パ
ラメータ)である．このとき， 1β = ならば ( ),β δ に
よって規定される選好は指数型割引関数によって割

引かれることになり， 1β < ならば現在偏重型選好
を有することを意味する． 
 さらに，前述した個人P ，個人N および個人 S
について考える．まず， lβを個人の将来の自制問題
に対する信念を表すパラメータであるとし，最終期

には βとなるものとする．このとき，個人S は将来
の自制問題を完全に予測して行動することから
lβ β= と表現することができる．また，個人N は
自分では自制問題を有するということを信じていな

いことから l 1β = となる．さらに，個人Pは個人S
と個人N を特殊解として含む一般型であることか
ら l ( ),1β β∈ と表現することができる．  
（２）オイラー方程式による消費の均衡経路 

本研究における生涯消費計画においては，例え

ば j期および 1j + 期の生涯効用は，式(4)および(5)

で表現される． 
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 これは，各期において選好が変化することから，

0期からT 期までを通じた時間における最大化問題
を一度に解くことができないことを意味する．しか

しながら，各期においては，将来までの生涯消費計

画を立案し，その時点における最適解に基づいて行

動しているものと考えられる．すなわち，このこと

は，各時点において個人が自らの消費計画問題を解

き，最適な消費行動を行うという，個人を動学ゲー

ムにおける一時的自己の連続とみなしたモデルであ

ることを意味する (Laibson(1994)(1996)(1998)9)10)11))．
本研究における枯渇性資源の消費計画問題において

は，枯渇性資源ストックをある割合で消費し，その

残存量を将来の消費に宛てるということから，各々

の期の消費戦略を T
ts ，枯渇性資源ストックに対す

る消費割合を T tλ − とすると，
T
t t T t ts c Kλ −= = と表

現できる．なお， T tλ − は， 0 1T tλ −< ≤ とする． 
まず，T 期には，枯渇性資源ストック TK に対し
て ( ) ( )T T T Tu c u K= となるために 0T T Tc K Kλ= =
が最適消費となる．次に，Value Function ( )V i を式
(6)のように定義する． 
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 したがって， t期は式(7)で表現することができる． 
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さらに，式(1)を用いて式(7)を消費 tc について最
大化すると式(8)を得る．  
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ここで， ( )1tV K + は式(9)を意味しており，また，
消費 tc は枯渇性資源ストックの関数であることから，

( )t t tc c K= とすると式(10)が成立する． 

さらに，式(8)より， ( )1
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を(10)式へ代入することにより，消費のオイラー方
程式(Euler Equation)である式(11)を得る． 
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ここで，前述したように， 1β = の場合には，指
数型割引関数となることから，擬似双曲線型割引関

数を採用した場合の有効な割引要素は式(11)の大括
弧内で表現されていることが分かる． 
 
４．双曲線型割引関数モデル 
 
（１）モデル 

 ここでは，Loewenstein and Prelec(1992)および
Laibson(1997)12) 等 に よ る 双 曲 線 型 割 引 関 数

(Hyperbolic Discount Function)を採用した枯渇性資源
の生涯消費計画問題を考えるものとし，ここでのモ

デルの基本構造は３．（１）と同一であり，式(3)
を式(12)に変更した場合を考える．  
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なお，指数関数型割引関数は， 0α → という特
殊ケースとして双曲線型割引関数に含まれる． 
（２）オイラー方程式による消費の均衡経路 

ここでの生涯消費計画は，式 (13)となる．す
なわち， t期において k 期 ( )1t k T+ ≤ ≤ の消費
計画を立案した際の消費量を t

kc とした時，
1t + 期において k 期の消費計画を再計画した際
の消費量 1t

kc + について， 1t t
k kc c += が成立してい

ることを意味する．  
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したがって，この場合の消費のオイラー方程式

は，式(14)となり， ( )1t t
γ
αφ α −= + であることから

式(15)を導くことができる． 
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ここで，式(15)を見ると，オイラー方程式が時間
tに依存して決まることが分かる．このことは，あ

る 1t + 期において生涯消費計画を再計画した場合，
前述した t

kc と 1t
kc + について 1t t

k kc c +≠ となり，さら

に， 1t t
kkc c+ > となることから，個人は消費計画を

変更する誘因を持つ．換言すれば，計画時点を変え

て，再計画する毎に新しい再計画問題のオイラー方

程式から得られる最適経路は，再び tが 0から始ま
ることになり，再計画の度毎にその計画での最適現

在消費量が以前の計画量を超えることになる．この

ことは消費経路がステップ関数(Step Function)にな
ることを意味している． 

 

５．態度行動変容モデルの構築に向けて 

 

 ここでは，３．および４．において解説したモデ

ルに，本研究における政策変数である環境教育投資

をダミー変数 tD (1: with，0: without)として導入する．
なお，教育投資の質的・量的表現および教育投資の

ストック化に関する問題は今後の研究課題とし，本

研究では最も簡便な変数処理を行うものとする． 

（１）擬似双曲線型割引関数モデルの適用 

 まず，擬似双曲線型割引関数モデルに環境教育ダ

ミーを導入した際の態度行動変容モデルは，式(16)
のように表現することができる．ここで，µは環境
教育パラメータを示す． 

 

( ) ( ) ( )( )

( ) ( ) ( )

( )

1 1

1

, , ,

,

where 0 1, 1, 0 1

t
t t t t T T

T
t i

t t i i i
i t

U u c u c u c

u c D u c tδ β µ δ

β δ µ β

+ +

= +
= + + ∀

< < ≤ < ≤ −

∑

"

 (16) 

さらに，具体的な効用関数を式 (17)に示す
CRRA(Constant Relative Risk Aversion：相対危険回
避度一定)型効用関数であるとし，危険回避度パラ
メータは ( )0,ρ ∈ ∞ であるとする． 
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 このことにより，擬似双曲線型割引関数を用いた

場合の消費のオイラー方程式は，式(18)となる． 
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（２）双曲線型割引関数モデルの適用 

次に，双曲線型割引関数モデルに環境教育ダミ

ーを導入した際の態度行動変容モデルは，式(19)の
ように表現することができる．ここで， ηは環境教
育パラメータを示す．さらに，式 (17)に示した
CRRA型効用関数を採用すると，この場合の消費の
オイラー方程式は，式(20)となる． 
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（３）指数型割引関数モデルの適用 

 最後に，指数型割引関数モデルの場合には式(21)
となる．なお，指数型割引関数の場合には，暗黙に

合理的個人Rを仮定していることから，本研究の
考え方に従えば，環境教育の効果は無い．すなわち，

長期的な態度行動変容は無いものと考える． 

 ( )

1

1t tc r c
ρ

δ
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+= ⋅  (21) 
 

６．数値解析 
 
いま，式(18)，(20)および(21)に対して，外生
的にパラメータ値を与えて数値解析を試みる．

なお，表－１に示した基本ケースにおけるパラ

メータの設定値の大部分は Laibson(1998)に依拠
している． 

 

表－１ 数値解析のための設定値 
α  105 η 104 
β  0.6 ρ 0.5 
γ  5×103 T 9 
δ  0.97 0K  100 
µ  0.1 r 1.0 

β̂  0.8  

 

 基本ケースでは，最も単純なケースとして全ての

期に環境教育を実施するものとし，環境教育ダミ

ー・ベクトルを ( )1,1,1,1,1,1,1,1,1=tD とする．この

数値解析結果を図－１～図－２に示す． 

 これらを見ると，擬似双曲線型および双曲線型割

引関数モデルの場合は共に，現在偏重型選好のため，

初期に過剰消費され，ストックが激減する．一方，

環境教育を実施することにより，消費は抑制され，

指数型割引関数モデルに近づくことが分かる． 

 

７．おわりに 

 

本研究は，現在偏重型選好であることから自制

問題を有する最も一般的な自制問題を有する個人

P が，環境教育によって非合理的意思決定から合
理的意思決定に変容する過程を分析するための簡便

な数理モデルについて概説したものである．また，

本研究における個人P の態度行動変容等に関する
詳細な数値解析結果および知見については講演時に

報告したい． 
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図－１ 環境教育による消費量の変化 
（擬似双曲線型割引関数モデル） 

 

0

5

10

15

20

25

30

第0期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期

図－２ 環境教育による消費量の変化 

(双曲線型割引関数モデル) 
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